
大垣市市民モニター調査結果 

 

１ 調査名   【第４回 市民モニター】人権に関する意識調査アンケート  

 

２ 担当課   市民活動部人権擁護推進室 

 

３ 調査目的  毎年、12月10日は世界人権デーであり、日本では、この日を含

む12月4日～10日を人権週間として定めている。この週間に合わ

せ、人権に関する意識についてアンケート調査を実施。  

 

４ 調査期間  令和7年12月9日(火)～令和7年12月22日(月) 

 

５ 調査対象等 

⑴ 調査対象 市民モニター登録者 403人 

⑵ 回答者数 144人 

⑶ 回答率  35.7% 

⑷ 回答内容 別紙のとおり 

       ※各設問における意見は原文のまま記載しています。  



【第４回　市民モニター】　人権に関する意識調査アンケート
表中の回答数単位：人、グラフ中の数値単位：人

【世代】

項目 回答数 比率

10歳代 3 2.1%

20歳代 11 7.6%

30歳代 26 18.1%

40歳代 26 18.1%

50歳代 30 20.8%

60歳代 35 24.3%

70歳以上 13 9.0%

総計 144 100.0%

【性別】

項目 回答数 比率

男性 47 32.6%

女性 94 65.3%

答えたくない 3 2.1%

総計 144 100.0%

【性別・世代別】

選択項目 男性 女性 答えたくない

10歳代 0 3 0

20歳代 3 7 1

30歳代 6 20 0

40歳代 7 19 0

50歳代 9 19 2

60歳代 15 20 0

70歳以上 7 6 0

計 47 94 3

総計

項目 回答数 比率

女性の人権問題 64 14.1%

子どもの人権問題 49 10.8%

高齢者の人権問題 29 6.4%

障がいのある人の人権問題 47 10.4%

部落差別（同和問題） 20 4.4%

アイヌの人々の人権問題 6 1.3%

外国人の人権問題（ヘイトスピーチを含む） 18 4.0%

感染症に関連した人権問題（HIV感染者、新型コロナ
ウイルス感染者等）

17 3.8%

ハンセン病患者・元患者やその家族の人権問題 9 2.0%

刑を終えて出所した人の人権問題 8 1.8%

犯罪被害者とその家族の人権問題 33 7.3%

インターネットによる人権侵害 72 15.9%

北朝鮮当局による人権侵害（拉致問題） 22 4.9%

ホームレスの人権問題 8 1.8%

性的少数者の人権問題 13 2.9%

人身取引 11 2.4%

震災等の災害に起因する人権問題 9 2.0%

ゲノム情報（遺伝情報）に関する人権問題 3 0.7%

特になし 12 2.7%

その他 2 0.4%

総計 452 100.0%

144

１　日本の社会にはさまざまな人権問題がありますが、あなたが関心を持っている人権問題は何ですか？ （いくつでも選択可）

・悪口の類、同調圧力

・基本的人権全て

その他
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項目 回答数 比率

ある 39 27.1%

ない 60 41.7%

わからない 45 31.2%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口 15 17.8%

名誉・信用のき損、侮辱 7 8.2%

公的機関による不当な扱い 3 3.5%

脅迫、強要、暴力、ドメスティック・バイオレンス
（DV）

3 3.5%

職場での不当な待遇、パワー・ハラスメント 20 23.5%

プライバシーの侵害 4 4.7%

地域や家庭での差別待遇 7 8.2%

セクシュアル・ハラスメント 6 7.1%

ストーカー行為 4 4.7%

仲間はずれ、いやがらせ、いじめ、虐待 11 12.9%

インターネット上における悪意ある情報の掲載 3 3.5%

その他 2 2.4%

総計 85 100.0%

項目 回答数 比率

何もしない、我慢する 8 2.7%

相手に抗議する 40 13.1%

家族や親族に相談する 73 23.9%

友人や会社の同僚など、親しい人に相談する 49 16.1%

所属する団体やサークルに相談する 8 2.6%

民生・児童委員などに相談する 5 1.6%

弁護士に相談する 26 8.5%

法務局や人権擁護委員に相談する 17 5.6%

県や市役所などの公的機関に相談する 34 11.1%

警察に相談する 28 9.2%

わからない 15 4.9%

その他 2 0.7%

総計 305 100.0%

項目 回答数 比率

1回参加した 4 2.8%

2回参加した 1 0.7%

3回以上参加した 5 3.5%

覚えていない 6 4.2%

参加したことはない 128 88.8%

総計 144 100.0%

項目 回答数 回答数

自らの意思 0 0.0%

職場や地域の参加割り当て 10 100.0%

友人、知人に誘われた 0 0.0%

その他 0 0.0%

総計 10 100.0%

２　これまでに、自分の人権が侵害されたと感じたことがありますか？

３　設問２で「ある」と回答した方におたずねします。どのようなことで人権侵害を受けたと感じましたか？（あてはまるもの全てを選択）

５　過去５年間に、市主催の人権問題に関する講演会や研修会に参加したことはありますか？

４　もしも、人権侵害を受けた場合、どのような対応をしますか？ （あてはまるもの全てを選択）

その他

・アメリカ本土でのアジア人差別

・店での不当な扱い

その他

・受けた内容によって対応は変わる

・程度や頻度、人権侵害の内容で選択します

６　設問５で参加経験があると回答した方におたずねします。参加した理由は何ですか？
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項目 回答数 比率

慣習や社会の仕組みを改善する 76 23.3%

家庭での教育を充実する 38 11.7%

学校での教育を充実する 88 27.1%

行政が啓発活動を積極的に行う 37 11.4%

自治会などの地域での取組を充実する 9 2.8%

企業・職場での取組を充実する 46 14.2%

民間活動団体での取組を充実する 4 1.2%

人権に関する条例等を制定する 21 6.5%

人権意識は向上しているので取り組む必要はない 0 0.0%

個人の意識の問題に介入する必要はない 3 0.9%

わからない 2 0.6%

その他 1 0.3%

総計 325 100.0%

項目 回答数 比率

テレビ・ラジオによる啓発広報 77 22.8%

新聞・雑誌による啓発広報 25 7.4%

市広報紙による啓発 26 7.7%

冊子・資料の作成・配布 9 2.7%

啓発物品の作成・配布 3 0.9%

ＳＮＳを含むインターネットを利用した啓発広報 70 20.8%

交通広告（電車やバス等の社内広告や車体広告）、駅
での広告等

14 4.2%

人権啓発広告塔による啓発 1 0.3%

イベントなどでの人権コーナーの設置 11 3.3%

講演会、シンポジウム等の開催 14 4.2%

ワークショップ（参加者による少人数の討論会や参加
体験型のプログラム）による研修会

13 3.9%

学校・職場・地域単位での研修会の開催 58 17.3%

特に効果的なものはない 9 2.7%

わからない 4 1.2%

その他 2 0.6%

総計 336 100.0%

項目 回答数 比率

人権に対する正しい知識を身につけること 111 31.4%

因習や誤った固定観念にとらわれないこと 83 23.6%

自分の権利と同様に他人の権利も尊重すること 89 25.3%

自分の生活している地域の人々を尊重すること 11 3.1%

家庭内でのお互いの権利を尊重すること 21 6.0%

職場で人権を尊重する意識を高めあうこと 34 9.7%

特にない 2 0.6%

わからない 0 0.0%

その他 1 0.3%

総計 352 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 46 31.9%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 70 48.6%

知らない 28 19.5%

総計 144 100.0%

その他

・自分と他人は違う人間であることを理解すること

その他

　ア　世界人権宣言

その他

・学校や家庭など幼児から学童期を多く過ごす環境の影響は非常に大きいため、そこでの意識的な取り組みが必要と思う

７　人権問題についての理解を深め、人権意識を高めるためには、どのような取組を行えばよいと思いますか？（３つまで選択可）

８　人権問題への理解を深めるにあたって、どのような啓発・広報活動が効果的と思いますか？（３つまで選択可）

９　市民一人ひとりが、人権尊重しあうために心がけたり、行動すべきことはどのようなことだと思いますか？ （３つまで選択可）

10　次のような人権に関する宣言・法律・制度を知っていますか？

・人権問題がおこりやすい場所や人権問題について愚痴、相談をする場所で啓発すると目にとまりやすいと思う

・貧困問題は心の余裕をなくし、他人への配慮をそもそも考えることができないので、ある程度の収入以上のものは、全員が何かしらの形で貧困問題に取り組む
べきだと思います
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項目 回答数 比率

知っている 28 19.4%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 27 18.8%

知らない 89 61.8%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 39 27.1%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 36 25.0%

知らない 69 47.9%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 20 13.9%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 60 41.7%

知らない 64 44.4%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 38 26.4%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 46 31.9%

知らない 60 41.7%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 48 33.3%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 55 38.2%

知らない 41 28.5%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 9 6.3%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 27 18.8%

知らない 108 74.9%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 21 14.6%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 39 27.1%

知らない 84 58.3%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 17 11.8%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 36 25.0%

知らない 91 63.2%

総計 144 100.0%

項目 回答数 比率

知っている 21 14.6%

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない 23 16.0%

知らない 100 69.4%

総計 144 100.0%

　オ　部落差別解消推進法

　エ　ヘイトスピーチ解消法

　イ　水平社宣言

　ウ　障害者差別解消法

　コ　本人通知制度（登録型）

　ケ　岐阜県パートナーシップ宣誓制度

　ク　大垣市人権を尊重する都市宣言

　キ　情報流通プラットフォーム対処法（情プラ法）

　カ　性的マイノリティ（LGBT）理解増進法
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